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令和９年４月１日開所小規模保育事業公募要項 

１ 募集の目的 

朝霞市では、地域ごとの保育需要に対応し、子どもが安心して保育を受けられる環境を確保するた

め、小規模保育事業（C型を除く）を設置・運営する事業者を募集します。 

 

２ 募集概要 

 項   目 内   容 

施設種別 小規模保育事業（児童福祉法第６条の３第１０項） 

募集枠及びエリア 計２園 （4（２）整備条件 参照） 

開所予定日 令和９年４月１日 

利用定員 １９名以下／園 

定員設定の例 

・各年齢の定員は持ち上がりできる定員設定としてください。 

・定員設定に当たっては地域の保育ニーズに応じて朝霞市との協議に

応じていただきます。また、保育ニーズの高い１歳児枠の確保にご配慮

した定員設定をお願いします。 

０歳児 １歳児 ２歳児 合計 

０人 ９人 １０人 １９人 

整備補助 なし（整備費・改修費等の補助金交付はありません。） 

整備手法 応募事業者による土地・建物の確保（新築、賃貸物件の改修等） 

 

３ スケジュール 

申請要項に対する質問事項受付締切日時 令和８年１０月２６日（月）正午 

質問事項に対する回答のホームページ公表 令和８年１１月２日（月） 

申請応募締切日時 令和８年１１月１３日（金）正午 

書類審査、現地確認 令和８年１１月中旬 

プレゼンテーション審査 令和８年１１月 20日（金） 

設置運営事業者決定通知の交付 令和８年１１月下旬 

認可に向けての協議 

（認可申請書、確認申請書の提出） 
運営事業者と日程を調整 

入園予定児童の面談 令和９年３月上旬～中旬 

開所 令和９年４月１日（木） 
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４ 応募条件等 

（１） 応募資格 

応募者は、次のすべての要件を満たす法人とします。 

ア 令和８年度中に小規模保育施設を整備し、令和９年４月１日までに必要な施設、職員及び運営

体制を整え、開所できること。 

イ 認可保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業（居宅訪問は除く。）の運営実績があるこ

と。 

ウ 施設整備及び継続的な運営に必要な資金を確保し、借入金がある場合は、現実的な返済計画

を有すること。 

エ 公募申込書の受付締切日において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４各号（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこと。 

オ 公募申込書の受付締切日において、朝霞市の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の

指名停止等の措置を受けていない法人であること。 

カ 公募申込書の受付締切日において、会社更生法又は民事再生法等による手続をしている法

人でないこと。 

キ 法人、代表者、役員等が、朝霞市暴力団排除条例（平成２４年朝霞市条例第３２号）第２条第１

号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員でないこと。また、暴力団員を雇用し

ていないこと。 

ク 国税及び地方税に滞納がないこと。 

ケ 児童福祉法第３４条の１５第３項第４号のいずれにも該当していないこと。 

コ 子ども・子育て支援法第５２条第２項の規定により特定地域型保育事業の確認申請をすること

ができない者に該当していないこと。 

サ 既存の運営施設において、指導監査等で改善を求められた事項に適切に対応しており、児童

の安全等に関わる重大な未改善事項がないこと。 

シ 本公募要項及び選定時の提案内容を遵守し、市の協議、調査及び指導に対応できること。 

  



3 

 

⑵ 整備条件 

 ア 建物の所在地は次の２地域のいずれかであること。（朝霞市内に限る。） 

・朝霞駅近辺に建設予定マンション２棟を中心とする概ね 1.2ｋｍ（自転車約１０分・徒歩約20分程度）の範囲 

・朝霞台駅・北朝霞駅近辺に建設予定マンション４棟を中心とする概ね 1.2ｋｍ（自転車約１０分・徒

歩約20分程度）の範囲 
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イ 自主整備とし、整備費・改修費等の補助金交付はありません。 

ウ 土地及び建物については、応募者の責任において確保してください。 

賃借する場合は、安定した保育の継続に必要な使用期間を確保できる計画とし、所有者との

協議状況、賃借期間、更新条件、賃借料及び保育施設として使用することへの承諾を明らかに

してください。応募時には、登記事項証明書、使用承諾書、合意書その他土地及び建物の確保

状況を確認できる資料を提出してください。 

エ 施設は、開設時に適用される関係法令及び「朝霞市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例」並びに「朝霞市特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳

児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例」を遵守してください。本市の条例等につ

いては、朝霞市ホームページの例規集から確認可能です。 

計画段階から、認可担当、建築担当、消防、保健所等の関係機関に必要な相談を行い、建築

確認、用途変更その他の必要な手続を実施してください。既存建物を活用する場合も、耐震性

及び法令適合性を確認できる資料を提出してください。 

保育室、調理設備、便所、手洗い設備、屋外遊戯場等を適切に確保し、採光、換気、衛生、防

犯及び避難（２方向避難を確保）に配慮してください。 

   オ 送迎及び周辺環境への配慮 

送迎用の駐車・駐輪スペースは、地域の交通状況及び想定される利用方法を踏まえて計画し

てください。近隣の月極駐車場への無断駐車、路上駐車、歩道上の滞留等を防止するため、送

迎動線、保護者への周知及び混雑時の対応を具体的に示してください。 

   カ 地域住民への説明 

応募者は、市と説明の時期及び範囲を協議した上で、近隣住民等に整備計画、運営内容、工

事、送迎、騒音及び安全対策を説明し、理解を得るよう努めてください。 

説明日時、対象者、説明内容、寄せられた意見及び対応方針を記録し、市に提出してください。

選定前の説明では、開設は未決定であることを明確にしてください。 

（３）運営条件 

ア 事業類型は、小規模保育事業のＡ型あるいはＢ型とします。 

イ 子どもの人格を尊重し、保育所保育指針（平成 2９年厚生労働省告示第１１７号）を遵守した保

育を実施してください。  

  年齢や発達、障害、健康状態等に応じた保育を実施できる体制を整え、関係機関と連携してく

ださい。給食は、各施設類型の基準に適合する方法で提供し、栄養、衛生、離乳食及び食物アレ

ルギーへの対応を明確にしてください。保護者には保育内容及び費用を分かりやすく説明する

とともに、相談・苦情対応体制を整備してください。また、個人情報を適切に管理し、市が行う入

所及び利用調整に協力してください。 

ウ 安全管理及び権利擁護 

  事故、災害、感染症、不審者及び不適切な保育等への対策を整備し、安全計画、研修、訓練及

び報告体制を具体的に示してください。虐待や児童対象性暴力等の防止に取り組み、こども性
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暴力防止法を含め、適用される関係法令に基づく必要な措置を講じてください。事故等が発生

した場合は、児童の安全確保を優先し、保護者及び関係機関に所定の報告を行ってください。 

エ 連携施設 

保育内容の支援、代替保育及び卒園後の受入れについて、関係基準に適合する連携体制を

確保してください。応募時には、連携先、協議状況、役割分担及び卒園後の受入れ枠を示し、市

が指定する日までに必要な合意書等を提出してください。基準上の例外等の適用を検討する場

合は、応募前に市に相談してください。 

オ 開所日、開所時間 

開所日は月曜日から土曜日とし、休園日は原則として、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日及び年末年始（１２月２９日から３１日まで並びに１月２日

及び１月３日）とします。お盆休みや開園記念日等、施設独自の休日は原則、設定できません。 

開所時間は午前８時３０分から午後６時までを含む１１時間以上とし、保育標準時間及び保育

短時間に対応してください。 

カ 職員配置 

職員配置は以下のとおりとなります。常勤・非常勤の別、資格、勤務時間、採用時期及び採用

方法を含む職員確保計画を提出してください。職員の処遇、研修、休暇取得及び欠員時の補充

体制を明らかにし、開設前から職員が保育方針、安全管理及び保護者対応を共有できるよう研

修を実施してください。 

施設長 必置（保育従事者と兼務可） 

保育 

従事者 

資格 
Ａ型かＢ型かで異なる。朝霞市家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準を定める条例を確認すること。 

配置割合 【０歳児】３：１  【１・２歳児】６：１ 

嘱託医 

嘱託歯科医 

必置 

※児童の健康診断や健康管理に関する支援を連携施設の嘱

託医及び嘱託歯科医から受ける場合は置かなくてよい。 

調理員 

必置 

※調理業務の委託、連携施設からの搬入を行う場合は置か

なくてよい。 

キ 運営基準 

運営については、関係法令及び「朝霞市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例」並びに「朝霞市特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定乳児等通園支援事業

の運営に関する基準を定める条例」を遵守してください。また、「朝霞市保育園運営基準」（別紙）を

遵守するよう努めてください。本市の条例等については、朝霞市ホームページの例規集から確認可

能です。  
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５ 応募方法 

⑴ 応募締切日時：令和８年１１月１3日（金）正午まで 

⑵ 提出場所：保育課窓口に持参又は郵送（締切日必着）です。 

なお、持参する場合は、「10担当部署」に提出日時を事前に連絡してください。 

提出の受付は、土、日、祝日を除く平日午前８時４５分～正午及び午後１時～午後４時とします。 

⑶ 提出内容：提出書類一覧（様式第１号（別紙））のとおりです。 

留意事項：提出方法及び部数 

【マスキング無し】 

正本１部、副本３部（副本は、複写したものでも可） 

Ａ４サイズ（縮小すると判読困難なものについては、折り込み可）とし、フラットファイル

等を用いてインデックスを付けてください。 

【プレゼンテーション審査用（マスキングあり）】 

PDF 形式ですべての書類を提出一覧（様式第１号（別紙））の順番にしたものを PDF

形式で１つのファイルに結合した状態のものを提出してください。 

※提出した資料の変更は認めません。ただし、本市が必要と認めたときには、追加、補正資料の提

出や内容の再説明等を求める場合があります。 

（4）公募要項等に関する質問 

公募要項等の内容に関する質問を次のとおり受け付けます。 

受付期限：令和８年１０月２６日（月）正午 

受付方法：「公募要項等に関する質問書（様式第３号）」に記入の上、Ｅメールで提出してください。

回答については、取りまとめの上、１１月２日（月）までに本市ホームページで公表しま

す（質問者の法人名等は公表しません。）。 

※電話や窓口（説明会含む。）での口頭による質問は、受け付けません。 

※質問に対する回答についても、公募要項等の一部として取り扱います。 

 

６ 設置運営事業者の選定 

⑴  選定方法 

設置運営事業者の選定に当たっては、朝霞市民間保育所等設置運営事業者選定委員会（以下

「委員会」という。）を設置し、書類審査、現地確認及びプレゼンテーション審査を実施します。 

審査内容及び審査基準等の詳細については、別添「令和９年４月１日開所小規模保育事業審査

基準書」を参照してください。 

・プレゼンテーションについて 

① 審査日 令和８年１１月２０日（金） 

② 審査会場 朝霞市民会館（ゆめぱれす）  

朝霞市本町１－２６－１ 

③ 出席者 ３名以内 
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④ 所要時間 ４５分以内（応募者による説明は１５分程度とし、質疑応答、設営及び撤収

を含めて４５分以内としてください。） 

⑤ 注意事項 

・プレゼンテーションは、申請時に提出された書類を基に行い、新たな資料の配布は

できません。 

・プレゼンテーションに必要なパソコン、プロジェクター機器はすべて申請者が用意す

ることとし、指定された時間内に準備及び撤収作業を完了してください。 

スクリーンは市で用意します。 

⑵  設置運営事業者の決定 

委員会における選定結果を踏まえ、本市は設置運営事業者を決定し、認可に向けて協議をしま

す。このとき、本市又は委員会は、必要に応じて附帯条件を付すことができることとします。 

審査の結果は、文書で全応募者に通知するとともに、速やかに本市ホームページで公表します。 

なお、委員会において、適した事業者がいないとの選定結果になった場合には、設置運営事業

者を決定しないものとします。 

 

７ 選定後の手続き 

    選定された事業者は、市及び関係機関との協議を行い、施設整備、職員確保、認可及び子ども・

子育て支援法に基づく確認等の手続を進めてください。整備及び職員採用の進捗を市に報告する

とともに、開設前には入園予定児童の面談等を実施してください。 

選定は、認可、確認又は開設を保証するものではありません。 

 

８ 提案資格の喪失 

応募後に、次のいずれかに該当したときは、本公募に対する応募を無効とし、既に提出された書類

も無効とします。 

⑴  応募条件等に定める要件を満たさなくなったとき。 

⑵  本市に提出した書類に虚偽の記載をしたことが判明したとき。 

⑶  その他本公募の公平性に影響を与える行為等があったとき。 

 

９ その他 

⑴  本公募及び開設に係る費用は、応募者の負担とし、提案資格を喪失した場合も同様とします。 

⑵  応募書類提出後の追加及び修正は認めません。 

⑶  本市に提出された書類は返却しません。提案資格を喪失した場合も同様です。 

⑷  法人が本公募のために本市から受領した資料は、本市の許可なく公表及び使用することはで

きません。 

⑸  本市は、提出された書類について、事業者の選定及び審査の目的以外には使用しません。 
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⑹  本市は、提出された書類について、朝霞市情報公開条例の規定に基づき、非開示情報（営業上

の秘密等）に該当するもとして取り扱います。ただし、選定結果（選考により決定した設置運営事

業者名、審査得点等）については公表します。 

⑺  公募への応募資格の確認の結果、資格を有すると認められる者がいない場合は、本公募を中

止します。 

⑻  本公募要項に定めることのほか、本公募の実施に当たり必要な事項が生じた場合には、応募し

た法人に通知します。 

⑼  本公募により設置される小規模保育施設は、令和９年４月入所における「二次申請（二次利用

調整）」の対象施設となります。 

⑽   小規模保育事業所等へ入所するにあたり、本市から保育の必要性が認定され、利用調整を

受けた利用者と事業者が公的契約を結ぶことになります。入所に関しては、利用者が保育の必

要性の認定を受け、市で利用調整がなされた場合、施設には保育の応諾義務が生じます（例え

ば、加配が必要な児童である場合も含まれます）。正当な理由が認められない限り、入所を拒否

したり、一方的に退所させたりすることはできません。 

⑾ 本公募要項の記載内容については、制度改正に伴い変更する場合があります。 

⑿ 不測の事態により事業の実施が困難となった場合、募集を中止することがあります。 

⒀ 開所後の運営に係る経費については、今後、市議会における必要な予算の議決を前提としてお

り、予算の審議結果等により、整備内容や開所時期を変更する場合があります。 

 

１０ 担当部署 

朝霞市こども部 保育課 保育入所係 （担当 臼倉・奥山） 

〒351-8501 埼玉県朝霞市本町一丁目１番１号 

電 話  048-463-2836（直通） 

E-mail  hoiku＠city.asaka.lg.jp 

各種手続きに関する問合せは、土、日、祝日を除く平日午前８時４５分～正午及び午後１時～午後４

時とします。 


